
注記事項
(貸借対照表関係)

当事業年度末 前事業年度末
平成15年３月31日現在 平成14年３月31日現在

１ １

　(イ)担保に供している資産 　(イ)担保に供している資産
預金 522,000 千円 預金 522,000 千円 
売掛金 11,070 千円 有価証券 13,351 千円 
建物 1,541,324 千円 建物 1,648,894 千円 
構築物 73,209 千円 構築物 88,249 千円 
土地 668,650 千円 土地 668,650 千円 
投資有価証券 2,226 千円 計 2,941,146 千円 
保険積立金 370,074 千円 

計 3,188,556 千円 

　(ロ)上記に対応する債務 　(ロ)上記に対応する債務
短期借入金 1,418,371 千円 短期借入金 1,411,000 千円 
１年以内返済予定長期借入金 383,760 千円 １年以内返済予定長期借入金 483,430 千円 
長期借入金 183,910 千円 長期借入金 535,270 千円 

計 1,986,041 千円 計 2,429,700 千円 

２ 関係会社に対する主な資産・負債 ２ 関係会社に対する主な資産・負債

受取手形 58,590 千円 受取手形 27,806 千円 
売掛金 3,204,015 千円 売掛金 993,885 千円 
未収入金 4,000,885 千円 未収入金 4,410,765 千円 
支払手形 310,000 千円 支払手形 661,890 千円 
買掛金 757,632 千円 買掛金 748,553 千円 
未払金 32,535 千円 未払金 7,162 千円 

３ 受取手形割引高 1,076,029 千円 ３ 受取手形割引高 167,090 千円 

４ ４ 事業年度末日満期手形の処理

受取手形 20,721 千円 
支払手形 649,507 千円 
設備支払手形 2,787 千円 

５ 会社が発行する株式の総数 15,800,000 株 ５ 会社が発行する株式の総数 15,800,000 株
　　　発行済株式の総数 7,662,160 株 　　　発行済株式の総数 7,662,160 株

(損益計算書関係)

当事業年度 前事業年度
自　平成14年４月１日 自　平成13年４月１日
至　平成15年３月31日 至　平成14年３月31日

１ １
(1) 売上高 2,558,991 千円 (1) 売上高 1,520,960 千円 
(2) 製品製造原価 8,985,583 千円 (2) 製品製造原価 5,883,808 千円 
(3) 受取利息 192,715 千円 (3) 受取利息 117,428 千円 
(4) 受取配当金 9,570 千円 (4) 受取配当金 11,787 千円 
(5) 経営指導料 14,400 千円 (5) 経営指導料 10,400 千円 
(6) 技術指導料 220,530 千円 (6) 技術指導料 72,336 千円 
(7) 仕入割引 1,734 千円 (7) 仕入割引 1,148 千円 

２ ２

一般管理費 260,269 千円 一般管理費 195,769 千円 
当期製造費用 191,300 千円 当期製造費用 72,624 千円 

計 451,569 千円 計 268,393 千円 

３ ３
機械装置 1,983 千円 建物 947 千円 
車両運搬具 205 千円 機械装置 21,292 千円 
工具器具備品 4,128 千円 工具器具備品 9,238 千円 

計 6,317 千円 計 31,478 千円 

４

ゴルフ会員権評価損 1,941 千円 
貸倒引当金繰入額 17,680 千円 

計 19,622 千円 

────────

固定資産の除却損の内訳は次のとおりであります。

担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりで
あります。

担保に供している資産及びこれに対応する債務は次のとおりで
あります。

　区分掲記した科目以外で各科目に含まれているものは次
のとおりであります。

　区分掲記した科目以外で各科目に含まれているものは次
のとおりであります。

　当事業年度末日は、金融期間の休日でありましたが、満
期日に決済が行われたものとして処理しております。事業
年度末残高から除かれている事業年度末満期手形は、次の
とおりであります。

関係会社との取引に係るものは次のとおりであります。

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のと
おりであります。

関係会社との取引に係るものは次のとおりであります。

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のと
おりであります。

固定資産の除却損の内訳は次のとおりであります。

ゴルフ会員権評価損の内訳は次のとおりであります。
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(リース取引関係)

当事業年度 前事業年度
自　平成14年４月１日 自　平成13年４月１日
至　平成15年３月31日 至　平成14年３月31日

(借主側) (借主側)
(1) (1)

取得価額 減価償却 期末残高 取得価額 減価償却 期末残高

相当額 累計額 相当額 相当額 累計額 相当額

相当額 相当額
千円 千円 千円 千円 千円 千円

機械装置 2,393,939 1,634,083 759,856 機械装置 3,116,950 2,064,394 1,052,555 

工具器具備品 315,183 240,870 74,312 工具器具備品 530,472 371,390 156,181 

ソフトウェア 60,641 43,234 17,407 ソフトウェア 70,090 48,071 22,018 

合計 2,769,764 1,918,188 851,576 合計 3,717,513 2,483,856 1,230,756 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 １年内

１年超 １年超

合計 合計

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 (3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 支払リース料

減価償却費相当額 減価償却費相当額

支払利息相当額 支払利息相当額

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法

(税効果会計関係)

当事業年度 前事業年度
自　平成14年４月１日 自　平成13年４月１日
至　平成15年３月31日 至　平成14年３月31日

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳 １ 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳
　(繰延税金資産) 　(繰延税金資産)
賞与引当金損金算入限度超過額 64,153 千円 賞与引当金損金算入限度超過額 21,605 千円 
退職給付引当金損金算入限度超過額 123,022 千円 退職給付引当金損金算入限度超過額 77,914 千円 
ゴルフ会員権評価損 52,238 千円 ゴルフ会員権評価損 62,722 千円 
未払事業税否認額 35,483 千円 減価償却償却超過額 26 千円 
減価償却償却超過額 69 千円 有価証券評価損 7,825 千円 
貸倒引当金繰入限度超過額 7,555 千円 貸倒引当金繰入限度超過額 8,024 千円 
その他有価証券評価差額金 1,107 千円 　　　繰延税金資産合計 178,117 千円 
繰延資産償却超過額 7,315 千円 　(繰延税金負債)
その他 738 千円 仮払事業税 △ 22,680 千円 
繰延税金資産合計 291,683 千円 繰延税金負債合計 △ 22,680 千円 

繰延税金資産の純額 155,437 千円 

２ ２

　　　法定実効税率 42.0 ％ 　　　法定実効税率 42.0 ％ 
　　 (調整) 　　 (調整)
交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4 ％ 交際費等永久に損金に算入されない項目 5.8 ％ 
住民税均等割等 1.8 ％ 住民税均等割等 5.9 ％ 
その他 0.7 ％ その他 1.0 ％ 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.9 ％ 税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.7 ％ 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高
相当額

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高
相当額

510,123 千円 578,624 千円 

344,697 千円 686,921 千円 

854,820 千円 1,265,546 千円 

658,229 千円 832,219 千円 

590,433 千円 759,858 千円 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因
となった主な項目の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異原因
となった主な項目の内訳

同左

同左

44,654 千円 72,464 千円 

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に
よっております。

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息
相当額とし、各期への配分方法については利息法によっており
ます。
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(１株当たり情報)

７．役員の異動

新任監査役候補者
監　査　役 西　脇　康　夫（現　取締役　内部監査担当）
（常　勤）

退任予定取締役
取　締　役 西　脇　康　夫（監査役に就任予定）

退任予定監査役
監　査　役 渡　部　郁　夫
（非常勤）

（平成15年６月27日開催の第28期定時株主総会後の取締役会で正式決定予定）

項目
当事業年度 前事業年度

自　平成14年４月１日 自　平成13年４月１日
至　平成15年３月31日 至　平成14年３月31日

１株当たり純資産額 999円37銭 963円05銭

１株当たり当期純利益 43円68銭 9円37銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額については、新株引受権を発
行しておりますが、これによる希薄化が
行われないため、記載しておりません。

同左
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